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Ⅰ　基礎知識
１．労働者代表とは
　過半数で組織する労働組合がない場合、時間外労働・休日労働協定(３６協定)をはじめとする労使協定の締結については、「労働者の過半数を代表するもの」(労働者代表)が労働者側の当事者になります。

○　過半数労働組合がある場合

病院当局　――協約締結――　労働組合
· 過半数労働組合がない場合

病院当局　――協約締結――　労働者代表
２．労働者代表の役割
①　労使協定を締結する
第十八条第二項　　労働者の貯蓄金の委託
第二十四条　　　　賃金の一部控除
第三十二条の二　　一箇月単位の変形労働時間制
第三十二条の三　　フレックスタイム制
第三十二条の四　　一年単位の変形労働時間制
第三十二条の五　　一週間単位の非定形的変形労働時間制
第三十四条第二項　休憩一斉の例外
第三十六条　　　　時間外・休日労働
第三十八条の二　　事業場外みなし労働時間
第三十八条の三　　専門業務型裁量労働制
第三十九条第五項　有給休暇の計画的付与
第九十五条第二項　寄宿舎規定(寄宿舎に寄宿する労働者の過半数を代表する者)
　労使協定のうち最も知られているのが第三十六条に基づく「３６協定」です。病院側と労働者代表が協定を作成して労働基準監督署に届け出なければ、法定時間(原則１日８時間労働)を超えて労働させることや法定休日(月４日)に労働させることはできません。「こんな長時間の超過勤務は労働者の健康上認められない」と労働者代表が判断して協定締結を拒否すれば、病院側は労働者に一分たりとも超過勤務を命じることはできなくなります。

2 安全衛生委員会の委員を推薦する

　労働安全衛生法に基づき、各施設には安全衛生委員会が設置されます。安全衛生委員会は、労使が一体となって労働者の危険や健康障害を防止するために調査・審議する組織です。委員の内の半数については、労働者代表の推薦に基づき指名されます。

③　就業規則の制定・変更時に意見を申し出る
第九十条　　　　　就業規則の作成・変更についての意見聴取
労働時間や賃金などの労働条件や服務規律などをはっきりと定め労働者に明確に周知しておくことが必要です。就業規則は、これらのことを文書にして具体的に定めたもののことです。
就業規則は施設当局が作成するものですが、労働基準法では就業規則を作成したり、変更する場合には、労働者の代表の意見を聴かなければならないこととしています。
施設当局は労働者代表の意見書を添付して労働基準監督署に届け出なければなりません。

３．労働者代表の資格

1 管理監督者でないこと

　管理監督者とは「経営と一体的な立場にある者」であり、一般的には「課長以上」とされています。なお国立病院機構では拡大解釈されて看護師長も管理監督者に含めています。また、施設全体の労働条件などについて管理する立場にある者(庶務課長補佐など)は、管理監督者に該当するので、労働者代表にはなれません。

②　労働者による自主的で、公平かつ民主的な方法で選出された者
認められない方法とは、使用者が一方的に指名する方法、親睦会の代表者を自動的に労働者代表とする方法、一定の役職者を自動的に労働者代表とする方法、一定の範囲の役職者が互選により労働者代表を選出する方法、などです。
　なお、労働者代表になろうとしたこと、労働者代表であること、労働者代表として正当な行為をしたことを理由として、不利益な扱いをすることは法律で禁止されています。
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Ⅱ　NCでの労働者代表の選出方法について
労働者代表選出作業を労使共同で実施しますが、あくまでも主導権は私たち労働者側にあります。ですから絶対に当局のペースにのらずに、毅然とした姿勢で対応します。納得できない対応があった場合は、その場で決定せずに、かならず地方協・本部と協議するようにしてください。

労働者代表選出の日程は、３６協定協議などを見込んだ予定であり、多少後にずれたとしてもまったく問題はありません。あせらず、慎重に話し合いを進めます。
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１．管理診療連絡会議の開催
1 当局が管理診療会議を開催し「労働者過半数代表者の選出の手続きに入ること」「全医労支部と選出委員会を立ち上げること」を発表し、全職場と職員に周知します。

2 当局は支部に対し労働者代表選出手続きのための窓口開催を申し入れます。
２．労使窓口の実施

1 労使双方で組織率の確認

· 当局が組合員名簿の提出を求めてくる可能性がありますが、基本的に提出する必要はありません。支部が「組合員数は労働者の過半数に達していない」ことを表明し、労使双方でそのことを確認すれば十分です。

2 労使で労働者過半数代表選出委員会を立ち上げることと構成を確認する。

· 委員は原則として労使双方２名から３名程度の同数とします。基本的には窓口担当者(書記長、書記次長)が委員となります。

· 支部長や役員ではない組合員も委員になることは可能です。

· 委員の人数は労使で話し合い、確認します。勤務表の関係などから、労使で確認できれば組合側が多数となることがあっても構いません。

· 選出委員会に労働者代表候補者が参加すること自体は問題ありませんが、どちらにしても選挙管理委員会には加われないので、あらかじめ他のメンバーを選出しておく必要があります。

· 選出委員会に労使の代表者以外(例えば職場代表など)が参加することは絶対に拒否します。当局が強行しようとする場合は本部・本省で調整します。

３．労働者過半数代表選出委員会の設置

1 労働者代表の選出方法を検討する「選出委員会」を窓口担当者を中心に設置し開催します。労働組合活動ではないので勤務時間中に実施することも可能です。

2 労働者代表の選出方法を確認

· 支部は「全職員を対象にした選挙」を主張します。選挙であっても「職場代表による投票」などは絶対に拒否します。

3 労働者過半数代表選挙管理委員会の設置を確認する

· 選挙実施が合意できれば、「選出委員会」は「選挙管理委員会」に移行します。

· 選挙管理委員会に職場代表など、労使の代表以外の参加は絶対に認めないようにします。

４．労働者過半数代表選挙管理委員会の設置

1 選挙日程を確認します。

<例>

２月　８日　選挙方法等を公示し立候補を受け付ける

　　　９日　立候補受付締切日・時間

－候補者活動－


　　１５日　投票日・時間


　　１８日　投票締切日・開票・労働者代表決定

· 無用な混乱を避けるために、立候補受付期間は必要最小限とします。

· 候補者活動できる時間を可能な限り長く確保するようにします。

· 交替制勤務者が多いので投票日は３日～５日程度は確保する必要があります。

· 勤務時間中に投票することも可能です。

· おおよそ１９日には労働者代表が確定できるようにします。再投票の場合も２月中の確定を目指します。

2 選挙要領を確認する

· 投票場所・開票場所を決めます。

· 候補者活動の内容を確認します。早朝宣伝の時間、場所、全職場・職員へのビラ配布、ポスターの掲示、候補者のたすき掛けなどを認めるように確認します。

· 候補者活動は労働組合活動ではありませんから、これまで支部が受けている許可条件には縛られません。例えば全職員へのビラ配布を当局にさせることも可能です。支部の活動は通常どおり行えます。

· 最初の投票で過半数獲得できない場合の再投票の方法について確認します。

3 選挙人名簿を確認する

· 選挙人名簿を当局に作成させ、委員会で確認します。

· 選挙人には定員内職員以外にパート、レジデント、研修医等の非常勤職員、休職者、病休者も含みます。

4 労働者代表選挙全体の管理

· 選挙中に問題が発生した場合、選挙管理委員会で協議し解決していきます。

5 投票管理の確認

· 投票場所には労使双方の選挙管理委員が立会います。投票者の本人確認を選挙人名簿をもとに行います。その方法についても確認します。

· 投票した投票用紙は選挙管理委員会が管理します。その具体的な方法について確認します。例えば庶務の手持ち金庫に投票用紙を保管するが鍵は組合が管理する、など。

· 病休者、休職者への投票用紙送付は当局に行わせます。

· 投票の呼び掛けは選挙管理委員会が行いますが、実際には当局に電話をかけさせるなど責任をもって実施させるようにします。

· 開票作業は労使立ち会いのもとで実施します。結果発表方法についても確認します。

· 得票が過半数に達しない場合は再投票となります。

以　上
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労働者代表選出の主役は


わたしたち！





労働者代表は


労働者の権利を守る番人





過半数の支持がなければ


代表にはなれません
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